
 
第 84 期 決 算 公 告 

平成22年6月29日 

富山県高岡市守山町22番地 

株式会社 富 山 銀 行
取締役頭取 齊 藤 栄 吉

 

貸 借 対 照 表 (平成22年３月31日現在)
 
(単位：百万円) 

 
科     目 金  額 科     目 金  額 

（資 産 の 部） （負 債 の 部） 

預 金 

当 座 預 金 

普 通 預 金 

貯 蓄 預 金 

通 知 預 金 

定 期 預 金 

定 期 積 金 

そ の 他 の 預 金 

外 国 為 替 

売 渡 外 国 為 替 

そ の 他 負 債 

未 払 法 人 税 等 

未 払 費 用 

前 受 収 益 

給 付 補 て ん 備 金 

リ ー ス 債 務 

そ の 他 の 負 債 

賞 与 引 当 金 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 

偶 発 損 失 引 当 金 

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 

支 払 承 諾 

負 債 の 部 合 計 
 

362,943

16,421

84,001

6,519

1,266

245,029

5,938

3,767

1

1

1,054

40

607

270

11

4

119

124

508

164

19

42

734

1,785

367,378
 

(純 資 産 の 部) 

現 金 預 け 金 

現 金 

預 け 金 

コ ー ル ロ ー ン 

買 入 金 銭 債 権 

有 価 証 券 

国 債 

地 方 債 

社 債 

株 式 

そ の 他 の 証 券 

貸 出 金 

割 引 手 形 

手 形 貸 付 

証 書 貸 付 

当 座 貸 越 

外 国 為 替 

外 国 他 店 預 け 

そ の 他 資 産 

未 収 収 益 

金 融 派 生 商 品 

そ の 他 の 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

土 地 

リ ー ス 資 産 

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

支 払 承 諾 見 返 

貸 倒 引 当 金 

 

 

 

 

8,528

5,399

3,128

4,100

840

98,554

27,426

3,286

40,111

6,423

21,306

269,742

7,890

19,438

208,378

34,034

512

512

1,174

508

0

666

4,603

998

3,212

4

388

172

153

19

869

1,785

△ 3,345

 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

株 主 資 本 合 計 

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 

土 地 再 評 価 差 額 金 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 

純 資 産 の 部 合 計 

6,730

5,690

5,690

5,762

1,429

4,333

3,660

673

△   35

18,147

1,015

997

2,013

20,160

資 産 の 部 合 計 387,538 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 387,538
 
 

 

hnb35
新規スタンプ



 
損 益 計 算 書 (平成21年４月１日から

平成22年３月31日まで) 
 

(単位：百万円)  
科         目 金         額 

経 常 収 益  7,810

資 金 運 用 収 益 6,928  

貸 出 金 利 息 5,264  

有 価 証 券 利 息 配 当 金 1,622  

コ ー ル ロ ー ン 利 息 9  

預 け 金 利 息 23  

そ の 他 の 受 入 利 息 7  

役 務 取 引 等 収 益 803  

受 入 為 替 手 数 料 272  

そ の 他 の 役 務 収 益 530  

そ の 他 業 務 収 益 20  

外 国 為 替 売 買 益 20  

そ の 他 の 業 務 収 益 0  

そ の 他 経 常 収 益 58  

株 式 等 売 却 益 17  

そ の 他 の 経 常 収 益 41  

経 常 費 用  7,087

資 金 調 達 費 用 864  

預 金 利 息 864  

役 務 取 引 等 費 用 327  

支 払 為 替 手 数 料 45  

そ の 他 の 役 務 費 用 281  

そ の 他 業 務 費 用 83  

国 債 等 債 券 償 却 83  

営 業 経 費 5,377  

そ の 他 経 常 費 用 434  

株 式 等 償 却 374  

そ の 他 の 経 常 費 用 59  

経 常 利 益  723

特 別 利 益  275

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 229  

償 却 債 権 取 立 益 45  

特 別 損 失  20

固 定 資 産 処 分 損 20  

税 引 前 当 期 純 利 益  978

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 33  

法 人 税 等 調 整 額 325  

法 人 税 等 合 計  359

当 期 純 利 益  618
   

 



個 別 注 記 表 

 

  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

  重要な会計方針 

1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

  商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定) により行っております。 

2. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法)、子会社・子法

人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場

価格等に基づく時価法 (売却原価は移動平均法により算定)、時価を把握することが極めて困難と認められる

ものについては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、

全部純資産直入法により処理しております。 

  3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

  4. 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物 18～50年 

その他 ３～20年 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内におけ

る利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

  （3）リース資産 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数

とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは

当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

  5. 繰延資産の処理方法 

    株式交付費は、支出時に全額費用として処理しております。 

  6. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

    外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

  7. 引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

    破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及

びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書き

に記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと

認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上して

おります。 

    すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した

資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

    なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証に

よる回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金

額は3,097百万円であります。 

（2）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年

度に帰属する額を計上しております。 

 



  （3）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下

のとおりであります。 

     過去勤務債務 その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法により

損益処理 

     数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定率法によりそ

れぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

    (会計方針の変更) 

     当事業年度末から「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号平成20年

７月31日）を適用しております。 

     なお、従来の方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、当事業年度の計算書類に与

える影響はありません。 

  （4）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額

のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

  （5）睡眠預金払戻損失引当金 

    睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来

の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

  （6）偶発損失引当金 

    偶発損失引当金は、信用保証協会保証付きの融資に係る将来の負担に備えるため、支払見込み額を計上して

おります。 

  8. リース取引の処理方法 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する事業年

度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

  9. ヘッジ会計の方法 

   金利リスク・ヘッジ 

    金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、｢銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い｣（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監

査委員会報告第24号」という｡）に規定する繰延ヘッジによっております。 

  10. 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税（以下、消費税等という｡）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有

形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 

 

会計方針の変更 

  (金融商品に関する会計基準) 

当事業年度末から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年３月10日）を適用しておりま

す。 

これにより、従来の方法に比べ、有価証券は11百万円減少、繰延税金資産は４百万円増加、その他有価証券評

価差額金は７百万円減少しております。 

 

  注記事項 

(貸借対照表関係) 

  1. 関係会社の株式総額    12 百万円 

  2. 貸出金のうち、破綻先債権額は 1,766 百万円、延滞債権額は 7,576 百万円であります。 

    なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又

は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分

を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。)のうち、法人税法施行令(昭和 40 年政令第 97 号)第 96 条第

１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

    また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

 



  3. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 76 百万円であります。 

    なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸出

金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

  4. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 1,970 百万円であります。 

    なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債

権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

5. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 11,390 百万円であ

ります。 

なお、上記２.から５.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

6. ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基

づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、貸借対照表計上額は、1,275 百万

円であります。 

7. 手形割引は、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入

れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は(再)担保という方法で自由に処分

できる権利を有しておりますが、その額面金額は、7,890 百万円であります。  

8. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

    担保に供している資産 

有価証券  5,715 百万円

    担保資産に対応する債務 

  預金 765 百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券 16,484 百万円を差し入れております。 

    また、その他の資産のうち保証金は 14 百万円であります。 

9. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、97,330 百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のも

の、又は任意の時期に無条件で取消し可能なものが 94,958 百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ず

しも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情

勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約

極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動

産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把

握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

10. 土地の再評価に関する法律(平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

    再評価を行った年月日 平成 10 年３月 31 日 

    同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号)第２条第４号に定める路線価に

基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出。 

    同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地

の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 2,004 百万円 

11. 有形固定資産の減価償却累計額       4,333 百万円 

12. 有形固定資産の圧縮記帳額          243 百万円 

13. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の

保証債務の額は 1,770 百万円であります。 

14. １株当たり純資産額 370円95銭 

15. 貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース

契約により使用しております。 

16. 関係会社に対する金銭債権総額      1,610百万円 

17. 関係会社に対する金銭債務総額       720百万円 

  18. 銀行法施行規則第19条の２第１項第３号ロ(10)に規定する単体自己資本比率(国内基準)は9.70％であります。 



  (損益計算書関係) 

 1. 関係会社との取引による収益 

    資金運用取引に係る収益総額         28百万円 

    役務取引等に係る収益総額           1百万円 

    その他業務・その他経常取引に係る収益総額   3百万円 

   関係会社との取引による費用 

    資金調達取引に係る費用総額          1百万円 

    役務取引等に係る費用総額          14百万円 

    その他業務・その他経常取引に係る費用総額   85百万円 

  2. １株当たり当期純利益金額      13円20銭 

  3. 関連当事者との取引 

（単位：百万円） 

属 性 
会社等 
の名称 

議決権の 
所有割合 

関連当事者
と の 関 係

取引の 
内 容 

取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

当行の住宅ロ
ーン債権等に
対する被保証

25,982 － －

保証料の支払 14 未払費用 1
子会社 

富山保証
サービス
株式会社 

5.00％
役員の兼任
貸出金の被保証

代位弁済の受入 58 － －

   取引条件及び取引条件の決定方針等 

保証料については、一般的な市場実勢等を勘案し決定しております。 

 

  (有価証券関係) 

   貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権を含めて記載しております。 

  1. 売買目的有価証券（平成 22 年３月 31 日現在） 

     該当ありません。 

  2. 満期保有目的の債券（平成22年３月31日現在） 

 種類 
貸借対照表

計上額(百万円)

時 価 

（百万円）

差 額 

（百万円）

国  債 ― ― ―

地 方 債 2,242 2,338 95

社  債 1,600 1,658 57

そ の 他 800 810 10

時価が貸借

対照表計上

額を超える

もの 
小  計 4,643 4,806 163

国  債 ― ― ―

地 方 債 ― ― ―

社  債 1,145 1,119 △25

そ の 他 7,231 6,038 △1,193

時価が貸借

対照表計上

額を超えな

いもの 
小  計 8,376 7,157 △1,218

合  計 13,019 11,964 △1,055

 

  3. 子会社・子法人等株式（平成22年３月31日現在） 

種類 
貸借対照表

計上額(百万円)

時 価 

（百万円）

差 額 

（百万円）

子会社・子法人等株式 ― ― ―

合  計 ― ― ―

  （注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式 

区分 
貸借対照表

計上額(百万円)

子会社・子法人等株式 12

合  計 12

    上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

であります。 



  4. その他有価証券（平成22年３月31日現在） 

 種類 
貸借対照表

計上額(百万円)

取得原価 

（百万円）

差 額 

（百万円）

株 式 3,133 2,478 654

債 券 43,738 42,509 1,228

  国  債 15,333 14,902 430

  地 方 債 1,044 1,002 41

  社  債 27,360 26,604 755

その他 8,005 6,943 1,062

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えるもの 

小  計 54,877 51,932 2,944

株 式 2,280 2,778 △497

債 券 22,098 22,762 △664

  国  債 12,092 12,601 △508

  地 方 債 ― ― ―

  社  債 10,005 10,161 △155

その他 4,868 5,246 △378

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えないもの 

小  計 29,247 30,787 △1,540

合  計 84,124 82,720 1,404

 （注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

 
貸借対照表 

計上額(百万円) 

株 式 997 

その他 400 

合  計 1,397 

    これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「そ

の他有価証券」には含めておりません。 

  5. 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

     該当ありません。 

  6. 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 売 却 額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株  式 ― ― ―

債  券 ― ― ―

国 債 ― ― ―

地方債 ― ― ―

社 債 100 17 ―

そ の 他 ― ― ―

合  計 100 17 ―

  7. 保有目的を変更した有価証券 

     該当ありません。 

  8. 減損処理を行った有価証券 

     その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、

時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計

上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当事業年度における減損処理額は、457百万円（うち、株式374百万円）であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、事業年度末時点の時価が取得原価に比べて

50％以上下落した銘柄、30％以上50％未満下落し、過去の一定期間の終値の平均価額が取得原価に比べて

30％以上下落した銘柄を原則として減損処理しております。 

 



  (金銭の信託関係) 

    該当ありません。 

 

  (税効果会計関係) 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産  

  貸倒引当金損金算入限度超過額 1,794 百万円

減価償却費損金算入限度超過額 103  

退職給付引当金 205  

未払事業税 11  

繰越欠損金 547  

  その他 1,069  

繰延税金資産小計 3,733  

評価性引当額 △2,423  

繰延税金資産合計 1,309  

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △368  

 その他 △71  

繰延税金負債合計 △440  

 繰延税金資産の純額 869 百万円

 

 




